
業種別集計
（①製造業、②建設業、③農業、

④卸売・小売業、飲食業、⑤サービス業）

●中東情勢に係る影響を受けた回答が多かった上位５業種に関して、Q2～Q5
の各設問について上位３項目（それ以外は「その他」として表示）の集計を
行った。回答があった195事業者から抽出した。

Q1. 回答時点で、原油価格の高騰や供給不安が具体的な形で貴社の事業に大きな影響を与えて
いますか。

→ 既に自社の事業に具体的に大きな影響が生じている。（１２０事業者）

 今後、自社の事業に具体的に大きな影響が生ずることが見込まれている。（７５事業者）



中東情勢に係る影響を受けた業種の状況

・回答数195事業者の４割を「製造業」が占めている。続いて、「建設業」、
「農業」、「卸売・小売業、飲食業」、「サービス業」となった。

●業種

（件）



調査結果（まとめ）

● ５業種ごとの集計結果から読み取れる内容

Q2： Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数選択可） 
→「原油由来の原材料の高騰」、「原油由来の原材料の調達困難」は全業種で上位に入っており、幅広い業
種に大きな影響を与えていることが分かる。

Q3： Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。（複数選択可）
→「顧客や販売先への価格転嫁」は４業種（農業除く）で最も多い。他にも「自社内でのコスト削減〔人件
費以外〕」は共通して上位に選択されている。

Q4： Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略等に大きな影響が及んでいる
（又は及ぶことが見込まれる）場合は、その内容を回答してください。（複数選択可）

→製造業を除いて「コスト増加による売上減少もしくは収益悪化」、「価格転嫁の困難」、「資金繰りの悪
化」の順番で選択されている。（製造業は３番目に「生産・輸出入計画の見直し」が選択されている。）

Q5： 貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答してください。
（複数選択可、上位３項目まで）

→「エネルギーコスト増加分への補助」、「適切な価格転嫁の円滑化対策」、「エネルギーや原材料等の調
達支援」、「資金繰り支援」、「情報提供」が上位に入っており、業種によって順位は異なっているもの
の、共通した支援ニーズがある。



１ 製造業（事業者数78）
● Q2.Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数選択可）（回答数311）
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55

58

63

43%

18%

19%

20%

その他

取引先からの値上げ要請

原油由来の原材料の調達困難

原油由来の原材料の高騰

（件）

● Q3.Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。
（複数選択可）（回答数219）

93

28

35

63

42%

13%

16%

29%

その他

燃料や各エネルギーの使用量削減

自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕

顧客や販売先への価格転嫁 （件）

（業種別の集計結果）



78

29

32

42

43%

16%

18%

23%

その他

適切な価格転嫁の円滑化対策

情報提供（原油関連動向に関する正確・迅速な情報等）

エネルギーコスト増加分への補助

61

22

50

67

30%

11%

25%

34%

その他

生産・輸出入計画の見直し

価格転嫁の困難

コスト増加による売上減少もしくは収益悪化

● Q4.Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略に大きな影響が
 及んでいる（又は及ぶことが見込まれる）場合は、その内容を回答してください。

（複数選択可）（回答数200）

● Q5.貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答して
ください。

（複数選択可、上位３項目まで）（回答数181）

（件）

（件）



15

6

6

8

8

19

24%

10%

10%

13%

13%

31%

その他

燃料や各エネルギーの使用量削減

原材料（原油やナフサ等）の調達先の多様化

自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕

在庫の積み増しや在庫の見直し

顧客や販売先への価格転嫁

44

16

22

23

42%

15%

21%

22%

その他

価格維持の困難

原油由来の原材料の高騰

原油由来の原材料の調達困難

２ 建設業（事業者数28）

● Q2.Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数選択可）（回答数105）

（件）

● Q3.Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。
 （複数選択可）（回答数62）

（件）



26

9

11

16

42%

15%

18%

26%

その他

エネルギーや原材料等の調達支援

エネルギーコスト増加分への補助

資金繰り支援

19

15

18

22

26%

20%

24%

30%

その他

資金繰りの悪化

価格転嫁の困難

コスト増加による売上減少もしくは収益悪化

● Q4.Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略に大きな影響が
及んでいる（又は及ぶことが見込まれる）場合は、その内容を回答してください。

 （複数選択可）（回答数74）

● Q5.貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答して
ください。

 （複数選択可、上位３項目まで）（回答数62）

（件）

（件）



27

16

21

23

31%

18%

24%

26%

その他

原油由来の原材料の調達困難

エネルギーコスト上昇

原油由来の原材料の高騰

３ 農業（事業者数27）
● Q2.Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数選択可）（回答数87）

（件）

● Q3.Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。
 （複数選択可）（回答数58）

24

9

12

13

41%

16%

21%

22%

その他

顧客や販売先への価格転嫁

自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕

燃料や各エネルギーの使用量削減
（件）



11

8

12

12

23

17%

12%

18%

18%

35%

その他

資金繰り支援

エネルギーや原材料等の調達支援

適切な価格転嫁の円滑化対策

エネルギーコスト増加分への補助

19

13

18

21

27%

18%

25%

30%

その他

資金繰りの悪化

価格転嫁の困難

コスト増加による売上減少もしくは収益悪化

● Q4.Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略に大きな影響が
及んでいる（又は及ぶことが見込まれる）場合は、その内容を回答してください。

 （複数選択可）（回答数71）

● Q5.貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答して
ください。

 （複数選択可、上位３項目まで）（回答数66）

（件）

（件）



51

17

18

19

49%

16%

17%

18%

その他

エネルギーコスト上昇

原油由来の原材料の高騰

原油由来の原材料の調達困難

４ 卸売・小売業、飲食業（事業者数26）
● Q2.Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数選択可）（回答数105）

（件）

● Q3.Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。
 （複数選択可）（回答数74）

23

8

8

14

21

31%

11%

11%

19%

28%

その他

自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕

原材料（原油やナフサ等）の調達先の多様化

在庫の積み増しや在庫の見直し

顧客や販売先への価格転嫁

（件）



17

9

15

19

28%

15%

25%

32%

その他

資金繰りの悪化

価格転嫁の困難

コスト増加による売上減少もしくは収益悪化

● Q4.Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略に大きな影響が
及んでいる（又は及ぶことが見込まれる）場合は、その内容を回答してください。

 （複数選択可）（回答数60）

● Q5.貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答して
ください。

 （複数選択可、上位３項目まで）（回答数62）

（件）

（件）

18

9

9

12

14

29%

15%

15%

19%

23%

その他

資金繰り支援

エネルギーや原材料等の調達支援

情報提供（原油関連動向に関する正確・迅速な情報等）

エネルギーコスト増加分への補助



22

10

10

11

12

34%

15%

15%

17%

18%

その他

調達経路（サプライチェーン）の不安定化

原油由来の原材料の調達困難

取引先からの値上げ要請

原油由来の原材料の高騰

５ サービス業（事業者数21）
● Q2.Q1の具体的な影響の内容を回答してください。（複数選択可）（回答数65）

（件）

● Q3.Q2の事業への影響に対する貴社の対応策（予定含む）について回答してください。
 （複数選択可）（回答数39）

12

5

7

7

8

31%

13%

18%

18%

21%

その他

燃料や各エネルギーの使用量削減

自社内でのコスト削減（関税コストの吸収含む）〔人件費以外〕

在庫の積み増しや在庫の見直し

顧客や販売先への価格転嫁

（件）



8

4

6

6

7

7

21%

11%

16%

16%

18%

18%

その他

適切な価格転嫁の円滑化対策

情報提供（原油関連動向に関する正確・迅速な情報等）

エネルギーコスト増加分への補助

資金繰り支援

エネルギーや原材料等の調達支援

7

4

4

7

12

21%

12%

12%

21%

35%

その他

設備投資計画の見直し

資金繰りの悪化

価格転嫁の困難

コスト増加による売上減少もしくは収益悪化

● Q4.Q1～Q3の内容を通じて、回答時において貴社の経営状況や経営戦略に大きな影響が
及んでいる（又は及ぶことが見込まれる）場合は、その内容を回答してください。

 （複数選択可）（回答数34）

● Q5.貴社から、県、国、経営支援機関、金融機関等へのニーズがある場合は、回答して
ください。

 （複数選択可、上位３項目まで）（回答数38）

（件）

（件）
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